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東京都社会福祉審議会検討分科会(第４回・拡大)委員会会議録 

 

Ⅰ 会議概要 

 １ 開催日時  令和２年１月３０日（木）午前９時３０分から 

 ２ 開催場所  都庁第一本庁舎１６階 特別会議室Ｓ６ 

 ３ 出 席 者  【委員】 

         小林分科会長、秋山委員、尾﨑委員、琴寄委員、筒井委員、寺田

委員、中村委員、山田（広）委員、横山委員、和気委員、久留臨

時委員、駒村臨時委員、髙橋臨時委員、藤原臨時委員、松田臨時

委員 

         【オブザーバー】 

         平岡委員長、栃本副委員長 

（以上１７名） 

【都側出席者】 

福祉保健局幹事・書記 

４ 会議次第 

  １ 開会 

  ２ 審議事項 

   （１）意見具申（案）について 

   （２）その他 

  ３ 閉会 

 

○森田企画政策課長 定刻になりましたので、ただいまから東京都社会福祉審議会第

４回拡大検討分科会を開会いたします。 

 本日は、お忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございます。私は書記を務

めさせていただいております福祉保健局総務部企画政策課長、森田でございます。着

座にて進行させていただきます。 

 議事に入る前に、何点かご連絡をさせていただきます。 

 まず、出欠状況でございますけれども、委員の皆様の出席の状況をご報告いたしま

す。本日、ご出席のご連絡をいただいている委員は１５名でございます。ご欠席のご
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連絡をいただいておりますのは、山田副分科会長、青木委員、阿部委員、井上委員、

小口委員、白波瀬委員、渡辺委員、粟田臨時委員、室田臨時委員でございます。また、

駒村委員は遅れてご出席とのご連絡をいただいております。あと、平岡委員長は今、

遅れているようでございます。 

 本会の委員総数は２４名でございますので、委員総数の半数以上という定足数に達

していることをご報告いたします。また、オブザーバーとして、栃本副委員長にもご

参加いただいております。 

 続きまして、会議資料のご確認をお願いしたいと存じます。 

 本日の会議は、タブレット端末を活用したペーパーレス会議で実施いたします。な

お、ちょっと調子が悪かったこともございまして、ペーパーのほうもご用意させてい

ただいております。 

 タブレットに収録しております資料を順にご紹介いたします。なお、傍聴の皆様に

は同じものを紙で配付しておりますので、ご確認をお願いいたします。 

 画面左上のファイル一覧というところをタップいただければと思います。 

 まず、会議次第がございまして、資料の１が委員名簿と、幹事・書記名簿。資料の

２が意見具申までのスケジュール、資料の３が意見具申案、本日メーンで議論してい

ただくところでございます。また、タブレットには第１回・第２回の委員発表資料、

それから第１回から第３回までの議事録を収録しておりますので、適宜ご覧をいただ

ければと思います。 

 続きまして、机上に配付している資料でございますけれども、資料の３の意見具申

案につきましては、メモ用といたしまして、タブレットに収録しているものと同じも

のを紙で机上に置かせていただいております。 

 それから、冊子の資料が何点かございます。白色の冊子が前期の第２０期の意見具

申でございます。次のカラーの表紙の冊子でございますけれども、「２０１９ 東京

の福祉保健」、次のクリーム色の冊子が「東京の福祉保健２０１９ 分野別取組」、

青色のファイルが基礎データ集でございます。 

 資料の確認は以上になります。 

 次に、会議の公開についてご説明いたします。 

 当分科会は、審議会に準じて公開となってございます。本日は事前にご連絡をいた

だきました傍聴の方がいらっしゃいますので、お知らせいたします。 
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 なお、当分科会の議事録は、東京都のホームページで後ほど公開させていただきま

すことを申し添えさせていただきます。 

 事務局からの連絡は以上でございます。 

 これから先の議事進行は、小林分科会長にお願いします。よろしくお願いいたしま

す。 

○小林分科会長 皆さん、おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 １０月２１日に第３回の検討分科会を開かせていただきました。起草委員会で作成

した意見具申に向けた論点の整理をお示しし、貴重なご意見をいただきました。ご意

見を踏まえまして、その後、さらに３回起草委員会を開催して、議論を重ねた結果が

机上にお配りしております意見具申案となります。 

 本日は、この案につきまして広く委員の皆様にご意見をいただいた上で、２月１０

日の総会にお示しする検討分科会としての最終の意見具申案を取りまとめたいと思い

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 議事の進め方ですが、まず事務局から意見具申案につきまして説明していただき、

それに続いて議論をさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局から説明お願いします。 

○小林分科会長 皆さん、おはようございます。きょうもよろしくお願いいたします。 

 １０月２１日に第３回の検討分科会を開かせていただきました。起草委員会で作成

した意見具申に向けた論点の整理をお示しし、貴重なご意見をいただきました。ご意

見を踏まえまして、その後、さらに３回起草委員会を開催いたしまして、議論を重ね

た結果が机上にお配りしております意見具申案となります。 

 本日は、この案につきまして広く委員の皆様にご意見をいただいた上で、２月１０

日の総会にお示しする検討分科会としての最終の意見具申案を取りまとめたいと思い

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 議事の進め方ですが、まず事務局から意見具申案につきまして説明していただき、

それに続いて議論をさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局から説明お願いします。 

○永山福祉政策推進担当課長 それでは、私のほうからご説明申し上げます。 

 それでは、資料３、タブレットにも入ってございますが、メモ用に配付してござい

ます紙のほうも適宜ご覧いただきながら進めたいと思っております。 
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 紙のほうでまいりますと、表紙の次のページをご覧いただきますと、まず目次でご

ざいます。全体の構成になります。「はじめに」から始まりまして、２０４０年まで

に見込まれる社会の変化、それから前回の意見具申後の都の取組と、それから３番か

らが本論に入りまして、福祉分野において発生する課題とその背景、対策の方向性と

いうことで、まず社会福祉と福祉という言葉の話をして、さらに４点ございまして、

必要な視点であるとか、中長期的な都の施策のあり方、東京の特性を踏まえた福祉施

策のあり方、福祉の担い手とその役割及び連携ということで、４番からが、今度論点

ということで、次のページにかけまして、全部で５点でございます。インクルーシブ

（包摂的）な社会環境の実現。次のページにまいりまして、地域生活課題への対応、

人と人をつなぐ場、災害等に備える地域づくり、東京で活動する様々な主体、最後に

おわりにという構成になっております。 

 それでは、具体的に中身に入ってまいりたいと思います。 

 それではまず１ページ、はじめにでございます。まず前回、３年前になりますけれ

ども、人材の関係をご議論いただきました。その関係を書いてございまして、そして

第１回の総会になりますけれども、平岡委員長のほうから提示されました今回の意見

具申でのテーマでございますけれども、一番下の丸になりますけれども、国際化、情

報化などの社会変化が加速し、人口・社会構造が大きく変化する２０２５年以降の将

来を踏まえ、東京が、誰もが人生を終えるまで尊厳を保持して安心して暮らし続ける

ことができる都市であるための福祉施策のあり方について、分科会を設置しまして、

議論を進めていただいたということが書いてございます。 

 次のページにまいりまして、また、本年度、夏から秋にかけまして台風災害ござい

ました。そこで、委員の方からのご発言で、急遽その関係についても、やはり議論す

べきだというお話が出まして、当初のテーマに加えて災害についての福祉分野から見

た備えについてもご検討いただいております。 

 そして、大きな流れとしましては、「これまで前提とされてきたものが揺らいでい

る」、「今までの延長上の手法では対応困難な事象が発生している」、それにもかか

わらず「行政の組織や職員の意識はいまだに縦割りである」というような議論が大き

くございました。それについてまとめられている内容でございますので、３ページ以

降でお話をしたいと思います。 

 まず１番でございますけれども、２０４０年までに見込まれる社会の変化というこ
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とで、東京でございますけれども、人口の減少ということで、２０２５年の１，４１

７万人をピークに減少に転じるということで、２０４０年までは１，３６０万人まで

減少するということです。 

 ただし、その変化は一律ではないというところが、次の４ページでございます。例

えば区部の例を出してございますけれども、引き続き２０４０年かけて人口増がする

ところもあれば、人口減があるところもあって、地域の中でも変化の違いがあるとい

うことに留意する必要があるというご指摘もございます。 

 それから高齢化ということですけれども、人口自体２０１５年とほぼ同水準なんで

すけれども、人口構成がかわってくるということで、生産年齢人口につきましては、

６０万人少なくということで、高齢者は７０万人多いということで、高齢化率も５％

上昇するということになっております。 

 それから、一番下でございますけれども、２０４０年、団塊ジュニア世代が高齢者

となるということで、非常に世帯の単身化等も進んでいくという状況になっていると

いうことが、図３の資料にお示ししてございます。 

 次５ページでございますが、出生数の減少と死亡数の増加ということで、合計特殊

出生率も回復しておりますけれども、今、２０１８年では１．２０ということでござ

いまして、また逆に死亡数につきましては増加しているということで、２０３５年か

ら４０年の５年間では、約３２万人の自然減となるというような予測が出ております。 

 次の６ページにかけまして、図４で今、お話をしました要因別の人口の増減の推移

というのがございます。 

 次に外国人の増加ということで、ご覧のとおり外国人の方がふえてらっしゃるとい

うことで、今、現状としましては、２０１８年度時点の数字でございますけれども、

約５７万人ということで、３年間で１０万人以上増加してらっしゃるということで、

このままふえていくということになると、２０４０年には１２５万人に達するのでは

ないかという数字が出ているということで、それが図５に示してございます。 

 続きまして７ページにまいります。前期意見具申後の都の取組ということで、この

間やってまいりました高齢分野での高齢者保健福祉計画の話、それから障害分野では、

障害者・障害児施策推進計画の話、それから子供・子育て分野では、子供・子育て支

援総合計画の中間の見直し、さらに地域福祉支援計画の話がございます。 

 それから都全体としましては、２０１６年に「２０２０年に向けた実行プラン」の
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策定、それから昨年１２月には「「未来の東京」戦略ビジョン」を策定したというこ

とを書いてございます。 

 続きまして８ページをご覧いただきたいと思います。３福祉分野において発生する

課題とその背景と対応の方向性ということで、まず、議論としましては、社会福祉と

福祉ということで、用語の話がありました。 

 まず、８ページの冒頭でございますけれども、ここは社会福祉審議会という審議会

でございますけれども、社会福祉という用語については、社会福祉法に規定される社

会福祉事業というイメージが強いのではないかということで、これまでの過程という

のを記載してございますけれども、社会福祉法自体も改正がされて、地域福祉の推進

という形で大きくかわっているというところもございます。 

 ９ページの冒頭で、この審議会での言葉の使い方というところで、地域生活には住

まい、保健医療、就労、教育など、分野や世代を超えたさまざまな課題があり、社会

福祉事業のような対象区分の考え方だけでは対応が難しいということで、本意見具申

では、そうした広範な課題を踏まえて、都民の誰もが尊厳をもって安心して暮らし続

け、社会参加できるよう支援することを「福祉」と定義して、この中では福祉という

言葉で使っていくということをここで示しております。 

 そして（１）今後の福祉施策を考える上での必要な視点ということで、視点が示さ

れておりまして、次のような課題が先鋭的にあらわれるということで、まず近代家族

の形成と経済的安定性といった前提の揺らぎということで、日本の社会保障制度が前

提としてきました、家族がともに暮らしている、多くの人が結婚する、望めば正社員

になれるというような、経済が成長して財政が安定しているという条件が揺らいでい

るということ。それから、さまざまな状況がある中で、ただ、家族というのが社会の

最小単位であることにはかわりはないということです。ただ、かつての前提条件を取

り戻すことはなかなか現実ではないというようなご指摘がございます。 

 それから、従来の社会保障システムでは対応できない課題の発生ということで、単

身世帯の増加であるとか、あとは地縁の関係が維持できなくなってきているという部

分がある。それから８０５０問題、引きこもりなどの問題も出てきているというとこ

ろで、さらに課題が拡大していくのではないかということのご指摘がございます。 

 また１０ページでございますけれども、個人金融資産残高が多い都市圏におきまし

ては、そういったような財産管理などの支援体制も必要ではないかということ。ただ、
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これらの課題につきましては、経験してこなかったものでありますので、ロールモデ

ル、ソリューションモデルが存在しないということで、従来のシステムのみで対応す

ることというのは難しいのではないかということ。 

 それから、地域の活動の担い手、福祉の専門人材の不足ということで、今の推計で

ございますけれども、２０４０年には全就業の２割程度が医療介護分野で働かないと

現場が回らないというように言われているということで、ただ、他産業でも非常に人

材が今必要でございますので、その実現というのはなかなか難しいのではないか。 

 それから、介護労働実態調査の中での人材の状況というのがあって、高齢化が進ん

でいるということもあるのではないかということで、そのデータが図６で示してござ

います。 

 それから１１ページにまいりまして、上のほうでございますけれども、東京の場合、

さまざまな仕事があるということで、職種間の競争が激しいので、福祉人材の確保が

なかなか容易ではないというところ。 

 それから、ボランティア活動につきましても、皆さん意欲が高いということがあり

ますが、片方では高齢の方もそうですし、学生さんもアルバイトしたりということで、

働くという状況が出てきているというところで、意欲は非常に高いということでどん

どんボランティア活動が進んではいるのですけれども、制約もあるということのご指

摘がございました。 

 （２）としまして、中長期的な都の福祉施策のあり方ということで、施策の構築に

当たってということで、まず、限られた財源や資源の中で、これから発生する膨大な

行政需要にどう対応するのかという議論が必要ではないかということ。 

 それから、新たな課題に対応するためには、そういう変化、社会構造の変化である

とか、社会認識の変化ということを意識しながら、総合的な視点で検討する必要があ

るのではないかということ。 

 それから、実施すべき範囲が拡大しているというところで、積極的な展開というこ

とが求められるということ。 

 それから、課題対応型ということで、場当たり的になるということで、ただし行政

施策としては、企業やＮＰＯ、大学等民間セクターと連携したような機動的・積極的

な取り組みを組み合わせた施策を展開することが重要であるというご指摘がございま

す。 
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 続きまして１２ページでございます。そのようなことで、柔軟な対応をしたほうが

いいのではないかというご指摘があり、さらに次の福祉分野におけるデータの利活用

ということで、今現在、国においての取組。それから、都における取組ということで、

Society5.0 という取組がございます。片や、データポータビリティに関する検討も進

められているということで、１３ページの冒頭でございますけれども、まず福祉分野

で個人情報の活用を進めていくには、まず情報管理を誰がするのか、それからデータ

の標準化をどうしていくのかということを、まず国レベルで解決していく必要がある

のではないかと。自治体では、やはり個人情報の収集であるとか、そういうルールを

しっかり協議した上で、事業者の皆様と連携をしながら、ＩＣＴ機器を活用した見守

りであるとか、介護予防の取組、そういった地域の取組というものを積極的に検討し

ていくことが求められるというご指摘がございます。 

 それから（３）としまして、東京の特性を踏まえた福祉施策のあり方ということで、

共生的な社会をつくっていくために、多様性が大きいということなので、それが逆に

さまざまなアイデアが出てくるという強みではないかということ。それから、さまざ

まな資源をどのように配分していくのかという議論もあるのではないか。また、一元

的な社会モデルではなくて、人権尊重やあらゆる人の包摂につながるようなモデルを

示していくということが必要ではないかということがございました。 

 （４）福祉の担い手とその役割ということで、地域住民による活動ということで、

それぞれの皆さん方が、地域で当事者性を中心とした活動のつながりをつくっていく

ことが重要であるというお話がございました。 

 続きまして１４ページでございます。そういった中で、やはり専門職の方と住民と

が協働した地域の支え合いの仕組みが求められているということで、その辺のところ

のことがあると。片一方で、予算の制約等でありますので、やはり住民の活動が継続

的にできるような仕組みということに留意が必要であるというご指摘がございました。 

 それから、専門職等の地域への参画とコーディネートということで、支えられてい

た方が支える側に回るというような循環型の担い手の形も重要であるというご指摘が

ございました。そういった場合については、コーディネートの力が必要であるという

こと。それから福祉分野に限らず、さまざまな分野の専門職の方が退職した際に、そ

の知識や技術を生かして社会の中で活用できるようなことも重要であるとございまし

た。 
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 身近な場所に相談ができる居場所があるといったこと。そういったことによってつ

ながっていくと。それからこれまでの支援や専門職の教育のあり方ということも見直

していくことが必要ではないかというご指摘もございました。 

 １５ページ、４番でございますけれども、施策の構築に当たって踏まえるべき論点

ということで、まず（１）として、インクルーシブ（包摂的）な社会環境の実現とい

うことで、あらゆる人の包摂ということで、対象者別ではなくて、あらゆる人たちが

互いに相手を尊重しながら、望む暮らし方を自律的に選び、つながり、安心して暮ら

し、社会参加し、活躍することができるインクルーシブな社会環境を実現することが

重要であるということで、まずは、当事者性の認識と発揮ということで、それぞれが

当事者性を発揮できるということで、それから２番目としましては、外国人や障害者、

認知症の方、これまで福祉施策の担い手として参加する機会がなかった方たちも、参

加できるようにすることが必要ではないかということ。 

 それから、（２）としまして、地域生活課題への対応ということで、複合的な課題

への対応ということで、地域生活課題ということで、地域住民の方やその世帯が抱え

る地域生活課題を把握して、支援機関と連携をして解決を図るように、法のほうでも

そういう規定もされているということがございまして、１６ページにかけまして、今

度は８０５０問題、ダブルケア、引きこもりなど、従来や家族や近隣の人とのつなが

りの中で解決されて、課題として認識されてきたものについて、なかなか社会問題化

しているということで、そういった複合的な課題ということについても、深刻化する

懸念があるということです。 

 それからアプローチの仕方という議論がございました。福祉施策のアプローチにつ

きましては、自助、互助では対応できないリスクが顕在化して介入の必要性が高い人

に対して、専門職が福祉サービスを個別に提供するアプローチと、予防的な観点を重

視して対処するアプローチという二つがあるのではないかと。図７のほうで示してお

ります。この考え方というのは、公衆衛生等の分野におけるハイリスクアプローチと

ポピュレーションアプローチと、こういった二つの考え方にも通じるものがあるので

はないかということ。 

 従来、どちらかというと支援が必要な方を特定して、その対象者に手厚い支援をす

るというような中心にしてきましたけれども、やはり複合的な課題などもございます

ので、福祉の傘を広げて二段構えでする必要ではないかということのご指摘がござい
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ました。 

 １７ページにまいりまして、片や二つのアプローチもございますが、家族関係に起

因するような外部から見えにくい複雑な課題を抱えて、社会とのつながりが失われて

いるような場合につきましては、より一層専門職が連携してかかわることが重要では

ないかというような話が出ました。 

 それから、今、国等でも法案等が考えられていますけれども、包括的な相談体制、

こういったものについても、今整備を進めておりますけれども、拠点を整備しただけ

ではなかなかうまくいかないのではないかということ。 

 １８ページにつきましては、そういった場合につきましては、やはりまずは住民に

身近な地域で課題に気づき、それをしっかり受けとめて確実に機関につなげていく仕

組みづくりが有効ではないかというお話がございました。 

 次に、認知症とともに暮らせる社会の実現でございます。認知症につきましては、

８５歳以上の年齢階級、年齢とともに上昇しまして、４割から８割にのぼるというこ

とで、当然ながら、その認知症とともに超高齢期を生きることは当たり前のこととな

りつつあるというお話がございました。ただ、片方では現在の社会的には構造的に認

知症の人の基本的人権が侵害されるリスクがあるために、困難に直面するということ

で、そういった方につきましては、コーディネートとネットワーキングという仕組み

が必要ではないかという話がございまして、そこで１９ページにまいりまして、今、

地域包括支援センターの状況ございますけれども、ネットワーキングを効果的にする

ためには、その地域包括支援センターとは別に地域に拠点を設けて、そこに居場所、

相談への応需、差別・偏見の解消と社会参加の促進、人材育成、連携推進等の機能を

持たせることが重要ではないかという話がございました。 

 それから、イギリスの認知症施策の「living well with dementia」、こういった考

え方もございますので、そういったような考え方も踏まえながら進めていくようなこ

とが必要ではないかというお話もございました。 

 ２０ページから２１ページにつきましては、実際に事例でご紹介いただきました高

島平のココからステーションの事例をご紹介してございます。 

 続きまして２２ページをご覧いただきたいと思います。高齢化等に対応した社会環

境の整備ということで、まさに成年後見制度の話がございまして、成年後見の中でも

申し立て動機の多いのは預貯金等の管理・解約があるということ。それから消費者セ
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ンターにおける、中でもそういう契約の問題があるということで、だんだん加齢に

伴って、２３ページにまいりますけれども、認知機能が低下してなかなかそういった

ものを失ってくるというところ。駒村先生にご発表いただきましたけれども、現在、

金融ジェロントロジーの取り組みも進めているということで、都は人権を守る観点か

ら、認知機能が低下していく中でも、買い物や金融機関などの利用などを適切に行い

ながら、地域で生活が継続できるように、そういう顧客本位のサービスのあり方など

を考えていく。そういったような取組も必要ではないかというご指摘がございました。 

 （３）人と人をつなぐ場でございます。対象者を限定しない居場所ということで、

インクルーシブな社会環境の実現のためには、対象者を限定せずに、地域の全ての方

が敷居低く気軽に行けることができる居場所があることが必要ではないかということ。

それから、居場所の立ち上げについては、やはり地域のコンセンサスを得て手続を踏

んでいくことが必要であるということ。そして、そういったところに相談機能を持ち

合わせて、交流の場につなげていくことが必要ではないかということが書いてござい

ます。 

 続きまして２４ページにまいります。高齢者をはじめとしたあらゆる方がこういっ

た場所で活動を行うことによって、健康の維持、体力の向上、ＱＯＬの向上など、さ

まざまなメリットもあると。逆に、若年層もこういったところで参加することによっ

て、精神的な健康度が高くなるということ。それから、さまざまな方が居場所に集う

ことによって情報が集まってネットワークであるとか、そういったものもできるので

はないかという話。それから、片方で居場所や活動に直ちに関心を持たない方につい

ても、こちらから働きかけていくというようなことが必要ではないかということ。 

 それから、居場所は、単機能から多機能までということで、必要な時間に開く場所

が定期的と、さまざまな地域に応じた形があるのではないかと。そういったところで、

特徴を踏まえて地域の実情に応じた形で広げていくことが必要ではないかというご指

摘もございました。 

 ２５ページの頭ですけれども、居場所の方も誰もが気軽に訪れやすい場所になって

いるのか、居心地のよい場所になっているのかなど、運営する住民で振り返って、住

民目線で工夫をしていくということが活動の活性化にも有効であるというご指摘もご

ざいました。 

 こういった居場所や活動でのつながりから、互助とかが生まれて、さらに対象者を
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限定しない居場所を組み合わせて専門性を備えたコーディネート機能が、そういった

ような両者を結びつけるような仕組みが有効であるというご指摘もございました。 

 今度は、空き家や公益的なスペースの活用ということで、大都市ではなかなか場所

の確保が難しいということで、そういう片方では空き家問題というのがあるというと

ころで、例えば空き店舗であるとか、あとは空き家の活用ということもありますけれ

ども、そこではやはり所有者の方の理解が必要だということで、社会福祉法人や自治

会などの公益的な団体が有するスペースと人的な資源を活用した、地域貢献の取り組

みなども有効ではないかというご指摘もございました。 

 それから、ＩＣＴであるとか、ＳＮＳといったような、そういったようなものもリ

アルを補完するものとして有効ではないかということのお話もございました。 

 ２６、２７ページが委員の中でご指摘がございました、北区のしもぞうハウスの取

組、読み聞かせ等を行っているような居場所の拠点のご紹介をさせていただいており

ます。 

 続きまして、２８ページをご覧いただきまして、住まいとまちづくりということで、

やはり住まいの確保というのが非常に難しいと。２０１７年の住宅セーフティネット

法の改正もございますけれども、単身や夫婦のみ世帯で暮らす高齢者が増加するとい

うことを踏まえまして、住宅の確保だけではなくて、そういうさまざまな生活支援と

いうものも必要ではないかというところ。それから団地での現状のリノベーションな

どの話。それから、タワーマンションということで、地域とのコミュニティの関係が

希薄になりがちとも言われているということで、そういったことに目配りする必要が

あるのではないかというお話もございました。 

 続きまして２９ページでございます。（４）災害等に備える地域づくりということ

で、やはり今回、台風１５号及び１９号の風水害ということがございました。ここで

自分ごととして捉える契機になったということで、市区町村での対応の必要性という

ことで、今、高齢者、障害者の方々も外国人の方も多くいるということ。それから、

情報も重要なライフラインの一つとなっているということ。区市町村としては個人情

報の取り扱いなども定めた上で、日ごろから顔の見える関係を築いて、災害の備えを

十分していくことが重要ではないかというお話もございました。 

 それから、福祉事業者の対応の必要性ということで、東日本大震災では高齢の方が

犠牲になるリスクが高かったという話のご紹介があり、３０ページをご覧いただきま
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すと、なかなか状況を理解して迅速に避難するということは難しくなって、逃げ遅れ

て犠牲になった高齢者の方も多かったということで、やはりそういった方々も踏まえ

た支援体制ということ。 

 福祉施設につきましては、そういう資源を活用して避難所への対応や地域住民の支

援も期待されるということ。 

 それから在宅の介護サービスの事業所の方々についても、情報をもってらっしゃい

ますので、災害時によって訪問して利用者の安否確認をしたりという事例もあったと

いうご報告もありました。 

 それから、コンビニエンスストアなんかについても、そういう活用もできるという

ことで、行政としましては、こういった事業者の皆さんとの連携が必要ではないかと

いうことがあるということ。 

 それから耐震化の問題がございます。 

 それから３１ページにまいりまして、拠点として機能するための災害のハードとい

うことがありますけれども、職員の参集体制の整備や物資の備蓄、ＢＣＰの策定、自

治体との役割分担の明確化、そういったソフト面も重要であるということ。 

 それから災害への備えを入り口とした地域づくりということで、今回、災害があっ

たわけですけれども、こういったことに日ごろから区市町村や福祉施設、地域住民、

企業・商店等のさまざまな主体が、そういったような日ごろからの連携をしていって

勉強会等をしながら、そういう地域の関係づくりをつくっていくことによって、そう

いう地域づくりというのがより進むのではないかというお話がございました。 

 それから東京で活動するさまざまな主体ということで、３１ページから３２ページ

にかけまして、３２ページが人材の関係でございます。有効求人倍率が非常に上がっ

ているということ。 

 やはり介護助手等の補助的な業務の高齢者の必要性というのが３３ページ。それか

ら福祉現場でのＩＣＴの活用、文書の削減等の取組といったものも必要ではないかと

いうお話もございました。 

 それから社会福祉法人については、小規模なものも多いと、今、国のほうでは大規

模化に向けた具体的な対応を可能とする社会福祉法の改正も審議される見込みとなっ

ているということ。 

 それから人材の関係としては、やはり一法人一事業所の形ではなくて、ある程度の



－14－ 

規模が必要ではないかというのが、前期の本審議会での意見具申にもご指摘がござい

ました。 

 続きまして３４ページでございます。都内では、社会福祉法人の方がそういう地域

貢献の取り組みを積極的に行っている実際の事例もございます。そういったノウハウ

を活用しながらやっていただく。そういったことも必要ではないか。 

 それから、自治会、町会、民生委員、児童委員、商店街などにつきましても、さま

ざまな主体が活用されていますので、そういった強みや課題についても改めて検証し

て、企業、ＮＰＯ、大学等の多様な主体ともつなぎ直すことで、さらなる力が発揮で

きるのではないかということ。 

 それから、企業、大学、ＮＰＯ等ということで、さまざまな主体があるということ

で、そういったような活動を、そういったところの連携をすることも必要ではないか

と、そのためにはコーディネートする力があるということが必要ではないかというこ

とと、３５ページにかけまして、ボランティア活動、プロボノ、それから企業のほう

でも社員向けにしっかり子育てや介護の情報みたいなものも発信していくことによっ

て、そういったようなことがいいのではないか。それから、ボランティア活動につき

ましても、実際に社会とつながり、苦手な学生が社会に出る前の訓練といったものに

もなるのではないかというお話もございました。 

 続きまして３６ページ、最後のおわりにということでございまして、まず１９期の

意見具申では、２０２５年までの１０年間の準備が、その後の東京の行方を左右する

というようなご指摘をいただきました。その中で、進めてきたわけですけれども、今

回は２０２５年以降の将来を見据えたものであるということでございます。 

 この中で、重要な点として繰り返されているのが、まず当事者性を高めるというこ

とで、やはり災害もございました。当事者性というのは、突き詰めれば自分はどのよ

うに生きていくべきかを考え、それを自ら選択していくことであるということで、や

はりしっかり当事者性を保っていけるような、そんなような取り組みが必要ではない

かということ。 

 それから、コミュニティの価値を高めるということで、やはり支援に基づく活動が

中心となっていますけれども、そういったことで、まさにそれが一つは居場所という

ことでつながっていける場所があるのは必要じゃないかということ。 

 それから地縁だけではなくて、さらに最近ではバーチャルなコミュニティというも
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のがあるのではないかということで、バーチャルかを問わずに、その人らしい居場所

を見つけられるということで、そこに人が集まって、人と人がつながることで互助力

が高まるということで、よりそういったことでコミュニティの価値が高まるんではな

いかというようなお話もございました。 

 さらに、新たな技術を活用するということで、３７ページから３８ページ、現在の

ＩＣＴ、それから５Ｇの話、ＡＩの話というご指摘もいただきました。 

 最後に、本意見具申が自治体や自治体の職員に対して発信するものであるというこ

とで、自治体はその職員に期待することということで、やはりまず地域課題というの

が、非常に多岐にわたっているというものなので、そういう取り組みを住まいやまち

づくりの施策に対しても、積極的に意見を述べていくべきではないかということ。そ

れから職員の力量が今まで以上に求められていく。また指導、検査や第三者評価など

を通じて、もっと現場を把握していくことも重要ではないかということで、現場を持

つ自治体の強みを生かして、積極的にそういうものを展開していくような、そんなよ

うな視点が必要ではないかということ。 

 それから最後に、自治体の意識改革ということも必要ではないかというようなお話

もございました。 

 長くなりましたけれども、以上でございます。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、これからただいまの意見具申案についてご議論いただくのですが、この

間、３回、起草委員会を開き、大変熱心なご議論をいただきました。 

 それで、今概要を説明していただいたところですけれども、起草委員の方から３分

ぐらいでコメントというか、全体の感想でも結構ですし、ここはこう読んだほうがい

いなど、何か補足等のご意見がありましたら、いただければと思います。その後で、

委員の皆様にご意見をいただければと思っております。 

 それで、まず私から概略的にですが、この意見具申案の読み方について、少し感想

を申し上げたいと思います。 

 今までの福祉という概念が、やり特定の人だけに対する施策というか、支援という

捉え方をしていたけれども、そうではなくて、福祉が全ての人の課題になっていると

いうことをどう表現するかということが一つの論点だったと思っています。それで、

「社会福祉」ではなくて、「福祉」という概念を採用してみようということになりま
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した。 

 このことから大きく二つの論点が出てくるのですが、一つは、人口とか家族の構造

が変化してきて、長期的というか中期的にもこそのような状況が目に見えてきて、非

常に難しい課題が提起されているということ、もう一つはやはり最近、自然災害の問

題が起きまして、これを踏まえて、災害のこともこの意見具申に取り入れてほしいと

いうような意見をいただきました。 

 実は、災害が起きてきますと、これもよく知られたことですが、日ごろからの準備

が必要で、災害が起きてからもそうですが、起きる前にどのぐらい準備したかが大変

重要である。やはり日ごろから地域での準備をどうするかということが重要になって

くるということで、長期の対応も、短期の急に起きてくる課題への対応も、両方とも

やはり地域として、福祉を身近なものにしていくというところが大変重要なのではな

いかというような論点になったと思います。まとめれば、平時の動きと緊急時の動き

を認識した福祉のあり方を検討する必要があるのではないかということになります。 

 関連いたしまして、課題を個別の特定の個人だけの問題とするのではなく、やはり

地域課題として、地域の問題としていろいろな課題を取り上げる方向が必要であると

いうような議論があったと思います。 

 その結果、前回の意見具申は人材や資源のあり方について書かれていますが、今回

はもちろん資源とか人材は必要ですが、関係づくりというのでしょうか、身近なとこ

ろでの関係づくり、地域の関係づくりということを念頭において、制度では対応でき

ない部分についてはやはり住民が積極的に関われるような仕組みづくり、地域づくり

が必要になってきているという議論になりました。 

 関連いたしまして、例えば地域包括支援センターという仕組みがありますし、障害

や子供の分野でもいろいろな相談体制があるわけですが、これをもう少し住民に身近

なものにしていく必要があるのではないか。そうしますと、専門職の方ももう少し地

域に出ていって、いろいろな相談に乗っていただけるような方向が必要ではないかと

いうような議論があったかと思います。また、そのようなことを通して、互助の内容

を具体化していくというような議論になったかと思います。 

 居場所が重要な意味を持つということが書かれております。これは住民が主体的に

参加して居場所をつくっていく、住民主体のあり方をどのように政策的にサポートし

ていくかということも重要でありますし、それをめぐって、人、金、物というような
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資源をどのように配分しなおしていくかということが課題になりますし、また、その

前提として、住宅とか技術とか、専門的なサービスなどについて考えていくべきだと

いうような方向になったかと思います。 

 最後のところに当事者という言葉が出てまいりまして、当事者性をやはり意識する

必要がある。これは先ほど福祉の考え方と同じことになりますが、やはり当事者であ

ることを認識するということは、これからの先の読めない時代における重要な鍵にな

るなる、そのような構成になっているということを、勝手なまとめですが、委員の先

生方のご意見を伺う前に述べさせていただきました。 

 それでは、これから起草委員の方々にコメントをいただければと思います。 

 最初に、久留委員が少し早く退席されるようですので、久留委員からお願いいたし

ます。 

○久留委員 少し早めに退席させていただかなければならず、最初にご発言させてい

ただくことをお許しください。 

 起草委員会に携わらせていただきまして、意見具申（案）について特につけ足すこ

とはないんですけれども、全体の議論の中で、感じていたことを申し述べさせていた

だきたいと思います。ちょうどこの議論を進めておりますときに、ラグビーワールド

カップの最中で、「ワンチーム」ということが言われたわけですけれども、従来の福

祉は「野球型」といいますか、守備もポジションも決まっていて、対象者も限定的で

あったものが、今、委員長から「当事者性」と「福祉の対象」という話がありました

けれども、たとえ経済的に豊かな方であっても要生活支援、生活が維持していくため

にはなかなか困難を伴うことが出てくるというようなこともありまして、旧来の福祉

の考え方では、やはり全ての都民が、人生１００年全うしていくというようなことが

なかなか難しい状況になっていくのではないかというような議論が相当なされました。 

 それから、人生１００年となっても、介護や病気が長期化するということではやは

り幸せではないので、やはり健康を維持していくということも非常に重要ですし、そ

のための生活支援というのは重要だろうというふうなことを申し上げてきました。 

 それからもう一つ重要な視点として、情報通信技術が非常に急速に進歩していく中

にあって、特にこれからの１０年という中で相当進歩が見込まれますので、これに対

する対応というのも相当強く議論がなされたところでございます。 

 それから、私は、現在、「外国人技能実習制度（介護職種）」の「介護技能実習評
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価試験」に携わっていることもございまして、外国人の増加に対応する福祉のあり方

というようなことについても議論をさせていただきました。今後、外国人が生活者と

なり、労働者となり、都民となっていくということでありますから、こちらも重要な

視点であると申し上げてきたところです。 

 以上でございます。 

 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 では、次は秋山委員にお願いいたします。 

○秋山委員 全体を通しまして、非常に表現がソフトであり、東京都が出す文書とし

ては、とても読み手に対して易しく説いている文章になっている点を評価します。多

くの意見を集約して、この案をまとめられた担当の方々に感謝申し上げます。 

 私の立場は、もともとが訪問看護という在宅の分野での実践者としてです。この超

高齢社会、つまり１００歳超えの方が多くなる昨今、社会参加型の当事者性を高めた

福祉の施策は大事と思います。しかし、全てにわたって、例えば１６ページの「あら

ゆる人の包摂」のところに、全てにわたっての表現の中に、安心して暮らし、そして

人生を終える、その間に社会参加し活躍することができるというような形とか、それ

から３８ページの当事者性を高めるところでも、自分はどのように生き、丸の三つ目

ですが、「自分はどのように生き、人生を終えていくべきかを考える」という、その

終える部分をあわせて表現してもらいたい。最初のところでそういうデータを示して

非常に高齢化が進み認知症もふえ、さまざまな問題が生じ、家族機能も従来型の考え

では間に合わない時代になってきている、だから、いきいきとできるだけ元気に生き

て暮らし続けられるためにどうするかということなのですが、人生の最期のところも、

やっぱり視野に入れて、常に論じていかないといけないんじゃないかなと、私の立場

では思うので、ぜひ加えてほしい。行政にお勤めの方にまで、もうちょっと参加をせ

よとか、そういう言葉まで入っているので、とても共感し賛同しているんですが、生

き抜いた先の人生の最終段階に関しても足していただければなというふうに思うとこ

ろです。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。３６ページの下から三つ目の○のところ

ですね。今のご提案ですと、ここにどのような表現が必要でしょうか。 
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○秋山委員 そうですね。 

○小林分科会長 生きていくべきかについての……。 

○秋山委員 活き活きと生き、なおかつその延長線上で人生を終えるというのを、ど

こで挿入するかですが、その生き抜いたら必ず最後亡くなるところがあって、亡くな

るところはかなり福祉分野がサポートしていて、東京都も非常に熱心に福祉施策を展

開されているのだからぜひ入れていただきたいし、同じように１６ページでこの施策

構築に当たって踏まえるべき論点で、やっぱりここにも「あらゆる人の包摂」のとこ

ろに、３行目に、安心して暮らし、社会参加し活躍し、そして安心して人生を終える

とか、そういう言葉がぜひ入っていてほしいというか、そういうこともカバーしてい

ると思うので、現実的に、ということです。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 事務局、よろしいでしょうか。では、そのような文言を何らかの形で入れていただ

くということでよろしくお願いいたします。 

 秋山委員のように、ここは少し変えてほしいという点もおっしゃってくださって結

構かと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、続きまして、和気委員、お願いいたします。 

○和気委員 すみません。私のほうからは、2 点ちょっと意見を述べさせていただき

ます。 

 まず、１７ページの図７なんですけれども、この前の起草委員会で発言させていた

だいたもので、地域福祉、社会福祉、あるいはソーシャルワークの領域では個別支援

とか地域支援という概念が使われているということで入れていただいたんですけれど

も、この図というか表というかが、ちょっと違和感がありまして、「実際の施策の多

くは中間領域で具体化」と、ここですけれどもちょっと違和感がありまして、もしも

この中間領域を書くのであればやはり双方の矢印といいますか、ＩＣＦモデルとか全

て相互に連動しているという相互作用も出るというのが今一般的になっておりまして、

個別支援も地域支援も相互に連動しながら発展しているというイメージになりますの

で、ちょっとこの真ん中のところはどうなのかなというふうに思いました。 

 それから、あともう１点は、ちょっと全体を読んでいて、誰が読み手になるのかと

いうことにもよるんですけれども、外国語の表記がすごく多くて、例えばタスク

フォースとかステークホルダーとかスキームとかプロボノとか、英語で言ったほうが
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わかりやすいというのは確かにあるんですけれども、もしかしたらわかりにくいと思

われる一般都民の方もいらっしゃるのかなと思いまして、なるべく日本語で書けるも

のであればちょっと言い直したりした方がより、今、秋山委員のほうからもとてもソ

フトな言い回しになったということでわかりやすい、行政文書ではない雰囲気を醸し

出してそれはいいのかなと思うんですけれども、ちょっとわかりにくい表現があるの

かなと思いました。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 後者の点につきましては、検討させていただくということでよろしいでしょうか。 

 １７ページのこの表なのですが、これについてはかなり起草委員会で議論が行われ

まして、上のほうと下のほうに間があるのではないか、３段階ではないのかなどいろ

いろな議論があって、それでこのような表現をしていただいたと思うのですが、事務

局が何かこの点について、今の和気委員のコメントに対するコメントはありますか。

単純にこれとってしまって、矢印にすればいいということなのか、どうでしょうか。 

○永山福祉政策推進担当課長 下に矢印をちょっと私ども書いてみたんですけども、

これグラデーションにしているのはだからまさにその矢印みたいなイメージをちょっ

としていて、矢印だとかえって強調し過ぎているというんですかね、その分割してい

るのがすごく強調されるのかなと思ったので、むしろグラデーションでコメントの領

域というのは非常に両方連携していてまざっているんだよという、ちょっとそういう

のを実際に示せたらいいかなと思ってしたものですから、趣旨としてはまさに和気委

員のおっしゃっていることを表現しているつもりなんですけれども、わかりにくけれ

ばまた工夫しますけれども。 

○小林分科会長 最近の地域福祉の議論では、個別支援から地域支援へという、個人

の課題なんだけどそれを地域として捉えるということが必要で、予防の観点からもそ

ういえるというような議論にはなると思います。だから、矢印はこれでよいとして、

もちろん循環になるのですが、ただ循環というとそれはそうだよねということになっ

てしまうと思うのですが。 

○和気委員 そうしたら、個別から地域なんですけれども。 

○小林分科会長 ええ。ただ、施策によってもちろん意味が違いますし、あんまり矢

印で一般化してしまうのもどうかなと思うのですが。 
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○和気委員 両方にしておけばいろいろな。 

○小林分科会長 両方がひつようですか。 

○和気委員 グラデーションが何か違和感が……。 

○小林分科会長 グラデーションではないほうがいいですか。 

○和気委員 あまり見たことがない。 

○小林分科会長 あまり見たことがない。 

○和気委員 この図がないほうがいいという考え方もあるかもしれない。 

○小林分科会長 ないほうがいいですか。 

○和気委員 いや、あったほうがいいんですけども、かえって論議を醸し出すかなと

は思います。 

○小林分科会長 この図は施策の分類ではないので、考え方として上のほうの領域と

下のほうの領域があるということを明示していると思うのですが。 

 ただ、ここでは、多くの施策はというようにしえ中間領域として書いています。施

策という考えを導入したからこういう話になってきている。それで、これは上からと

するのと、下からするのとでは違う、というような話になってきて、わかりにくく

なっている気がします。 

○和気委員 施策、これは両方にまたがっているものもありますし。 

○小林分科会長 もちろん、このように考え方だと思いますね。かならずしも具体的

な施策のことではないわけで…。 

○和気委員 何かちょっといい案が……。 

○小林分科会長 これは、これについては大分議論したようには思いますが… 

○永山福祉政策推進担当課長 相当、今まで議論したと思うんですよね。 

○髙橋委員 ちょっといいですか、今の議論。 

○小林分科会長 どうぞ。 

○髙橋委員 今の議論をさっきから考えていたんですが、実はこれ、僕は結論的に言

えばこうせざるを得ないと思っているんです。ただし、ちょっと注記が要るなという

感じで、例えばリスクの顕在的・潜在的という表現はある意味ではリスク社会化の議

論なんですよね。そうすると、今までは要援護層、これは大昔の三浦理論ではないけ

ども、ニードを特定したものとニーディ、必要性に着目したアプローチがあるという

ことを古典的な理論として言っているんだけど、そういう意味で言えば顕在的という
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のが実は、今までの制度で固定した要援護層ではないんですね。ベッドの議論ってま

さに、要するに支援の対象者ではない人たち、地域支援の話はそれと絡むわけでしょ

う。自分たちは支援の対象じゃないと思っていた人が実は支援の対象になる。それが

典型的に僕はあらわれるのは、多分、退院支援の世界だと思うんです。自宅へ戻って

きた途端に、医療、メディカルではなくてさまざまなケアと地域支援が必要になる、

だから地域包括ケアの包括的支援という議論が出てきたんで、そこら辺のことを

ちょっと例示して、このグラデーションが実はいろいろなアプローチができますよと

いう結論を出すんじゃなくて、こういう示唆を与えるようなものとして位置づけて

ちょっと注記をするというような解決方法があるかなと思いました。 

 以上です。 

○小林分科会長 この「実際の施策の多くは中間領域で具体化」ということを、図の

外に出したということですか。 

○永山福祉政策推進担当課長 はい。 

○小林分科会長 やはり何か二つでいいような気もする。議論でたしか考え方が二つ

あるということが重要だと思います。 

○永山福祉政策推進担当課長 わかりました。じゃあ、ちょっとそういうような形で

検討します。 

○小林分科会長 そういう方向でご検討いただければと思います。ありがとうござい

ました。 

○栃本副委員長 いや、だけど……。 

○小林分科会長 いいですか。 

○栃本副委員長 中間領域が重要だということじゃなかったですか。 

○小林分科会長 中間領域。中間領域はどのように描いたらいいかということが… 

○栃本副委員長 だからこれ、もともと二元論という考え方で整理するということも

あるんだけど、もう一つは三元論というのもあるわけね。それで、そういう議論って

あったと思うんですよね。それで、実際にこの二元論だけで解けないということはき

ちっと議論したと思いますよ、起草委員会でね。 

 だから、全部削除しちゃうというのはどうかと思うんですね。真ん中を全部削除し

ちゃう、外に出すという場合、外に出さないで何か雲がかかったようなものだけだと

わかりにくいじゃないですか。だからそこら辺何か、先ほど髙橋先生から注記すると
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いうのもあったように、この図７自身が解釈の可能性が非常に広いからだと思うんで

すよ。 

 だから、それについても一つは先生がおっしゃるように注記するということで、そ

して今、小林会長がおっしゃったように、この真ん中の具体化というのは説明だから。 

○小林分科会長 例示が入ってくるとわからなくなっちゃう。 

○栃本副委員長 だから、そうそう。だから、説明部分だから本来ここのこういう説

明文章をこの中に入れていいかどうかというのはもちろんあるから、だからやっぱり

二元論だけにしちゃうというのはちょっとどうかなと。というので、結論から言うと

外に出してもいいですけれども、このもともと込めたかったものがちゃんと理解され

るような形の図にしておかれればそれはそれで私もいいと思うので。 

○小林分科会長 これは起草委員会で大分議論があったところなのですが。 

ではどうぞ。すみませんが、手短にお願いします。 

○筒井委員 これは公衆衛生の世界で言いますと、オペレーションアプローチとハイ

リスクアプローチということ、結構ちょっと古い言い方でして、現在、使われている

考え方ですとレイヤー型。 

○小林分科会長 レイヤー、層ですか。 

○筒井委員 そうです。レイヤー型のアプローチということで、例えば複合した疾患

を対象とした場合、レイヤーを分けていくことによって、つまりこの中間領域という

のはレイヤーがいっぱい分かれますよね。そのレイヤーを複合的にアプローチすると

いうレイヤー型のアプローチという考え方がありまして、多分、社会福祉の領域でも

例えばレイヤーとしては日本人というレイヤー、あるいは外国人というレイヤー、あ

るいは日本人で若年性認知症で糖尿病でという、そういうさまざまなレイヤーがあっ

て、そのレイヤーに応じてそれが複合的になっていくというようなことを表現すれば、

それがハイリスクアプローチとオペレーションアプローチを組み合わせた対応をして

いくべきだということで表現できるのではないかと思うんですけど。 

○小林分科会長 今のお話は、コメントにするというか…。二つの考え方があって、

でも実際的にはもちろん二つの層では切れないわけですから、当然いくつかの層を決

めてそこに対応していくという…。 

○筒井委員 そうですね。だから、ハイリスクアプローチとかポピュレーションアプ

ローチというのは例示にすぎなくて、その両方が都民には必要だということをここで
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は示しているわけで、今まで福祉はどちらかというとハイリスクアプローチというこ

とをというのはもう既に書かれているので、その組み合わせが必要なそのレイヤーが

複雑化してきたということを書いておけばいいんじゃないかと。 

○小林分科会長 書いておけば二つでも構わないんですか。 

○筒井委員 この組み合わせだということがわかればいいんじゃないかと思うので、

図を描くとすると階層性があるというような図を描かれたらいいんじゃないかと思い

ます。 

○小林分科会長 階層性を入れるとまた三つとか四つとかという話になってくるので

すが…。すみませんがこの議論にあまり時間をとりたくないのですが…。 

 どうぞ。 

○平岡委員長 まずは、確認していただきたいことは、この１５ページから始まるこ

の項目は複合的な課題への対応ということで、ちょっとこの議論の流れが最初の草案

ではわかりにくかったので大分直していただいているということがあります。 

 それで、そういう点でいうと、複合的な課題への対応という議論の流れの中で、ハ

イリスクアプローチとポピュレーションアプローチ、それをどうつなぐかという流れ

になっている。そういう点でいうと、筒井委員がおっしゃったレイヤー型の考え方と

いうのは、非常に趣旨にマッチすると思いますが、それについての図とかそういうも

のがうまく入るかどうか、そのまま今のご説明を取り入れることができるかどうかと

いうことになると、ちょっと検討する必要があるかなと思いましたので、そういうレ

イヤー型という考え方を入れられるかどうか筒井委員にもご教示いただければという

ことがあります。重要なことは、どうつなぐかということについて、小林先生からご

指摘があった個人対個人の支援から地域支援へとつなげていくという考え方、それは

福祉の分野ではコミュニティソーシャルワークという考え方の中で具体化を図ってき

ているところだと思います。この議論の流れでいえば１６ページの一番下の段落のと

ころで、例えば下から５行目の「福祉の傘を広げ、二段構えで取り組む」であるとか、

その２行下の「個別ニーズから地域の関係づくりまで幅広く支援する」ということで、

この図についていえばやはりどうそこの両者をつなげていくということで、もともと

の考え方は和気委員がおっしゃったようなその双方のフィードバック・ループである

とか、両方への動きを取り入れていくという考え方に当たるということだと思います。 

 ですので、その全体の流れの中でこの図に違和感があればちょっと変えるとか、真
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ん中の部分は注のほうに回していただいてという形で整理する。この図はあくまで本

文の説明のための補助といいますか、本文の内容をわかりやすくするためということ

で入れていただいたと思いますので、そういう趣旨で整理していただくとよいのでは

ないかと思います。 

○小林分科会長 要は二段階か中間にレイヤーを設けるかという話なのですが、どう

しましょうか。多分、ご意見が違っていると思います。真ん中のところは注で外へ出

すなど、いろいろな考え方があると思うのですが。 

 どうしましょうか。事務局、どうしますか。多数決で決めるというような話ではな

いですね。 

 ちょっとこれはすみませんがどうしましょうか。事務局、どうしますか。ここで多

数決で決めるなんて話じゃないですよね。 

〇栃本副委員長 少なくとも、三元論にはなったんですよ。 

○小林分科会長 三元論になった。中間領域があるということは……。 

○永山福祉政策推進担当課長 いくつかの意見をいただきましたので、ちょっと考え

させていただきますけども。 

○小林分科会長 そうですね。 

○永山福祉政策推進担当課長 わかりやすく、ちょっとこれをベースにしながら考え

てみますので。 

○奈良部企画担当部長 最終的にはちょっとまた、ご確認いただくという形で、

ちょっとこちらのほうで検討させていただきたいと思います。 

○小林分科会長 では、総会までにブリリアントな図を期待します。ありがとうござ

いました。 

 駒村委員はお見えですか。ではコメントをお願いします。 

○駒村委員 ありがとうございます。 

 先ほど小林先生がまとめていただいたものに尽きるんですけれども、議論にかかわ

りまして、今回２０２５年から２０４０年を視野に入れてと、近未来を意識して、人

口、世帯構成、技術、それから恐らく価値観の変化といったものも急速に起きる中で

家族機能が徐々に変化していくと、収入や資産が仮にあっても自力では解決できない

ような問題を、複合的な課題を抱えた方もふえていくだろうと、制度で対応できない

ようなものもふえていく、地域社会がどうそこの中で役割を果たしていくか、これら
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を地域生活課題という名前をつけられたんだと思いますけれども、こういうふうに整

理されて非常にわかりやすい質の高いものになったんだろうと思っております。 

 私としては、ページの２２から２３あたりでしょうか、この辺で少しかかわった部

分あるわけですけれども、東京都の人口構成の変化、平均年齢でも中位年齢でもいい

んですけれども、かなり今後も上がっていくだろう。恐らく日本全体で見れば７０年

代は２０歳代が人口のボリュームゾーンだったわけです。今４５ぐらいと、将来５０

ぐらいとどんどん上がっていく中で、人間の心身も衰えるのと同じようにそれを支え

る社会の仕組みも変わっていかなきゃいけない。認知機能の低下、これは非常に狭い

意味で認知症に限定するわけじゃないわけですけれども、加齢とともにいろいろ認知

機能が低下していくということはいろいろわかってきて、認知機能の低下、認知症と

なると介護・医療の問題と限定されたわけですけど、２２から２３ページに関しては

経済活動や資産管理に関してこの認知機能の低下が大きな問題をもたらす。消費や資

産管理や、中小企業の方も多いと思いますけれども事業承継の問題も含めてさまざま

な問題が起きてくる。これについては、民間、地域のさまざまな機関と連携していか

なければいけない、２２から２３ページと。ちょっと先ほど片仮名表記が多いと言わ

れたんで、この金融ジェントロジーなんていう言葉はもしかしたら括弧して「金融老

年学」と入れておいたほうがいいのかもしれませんけれども、福祉と、それのみなら

ずいろいろ周辺学問が連携して知見を生かして人々の資産や経済活動を支えるという

研究分野が出てきていますのでそういう分野を生かしていく。これはもう民間では進

んでいますので、そういったところと連携していく必要があるのではないかというと

ころで少し議論を深めたところだと思います。 

 最後のほうで、３８ページのほうで、ＩＣＴ、ＡＩを使ってさまざまな互助の仕組

みをつくっていくという話、これについてはちょっと私もまだまだ調査不足ではあり

まして、もうちょっと具体的な姿を書き込めればよかったなと思いましたけど、現在、

動いている話でありまして、フィンテックなどの技術を使って互助の仕組みをつくっ

ていく必要もある。昔の結とか講とかに相当するものをつくると、これのプラット

ホームが動き始めていると、もう中国やアメリカではこういう状況でありますので、

またこの辺はちょっとこの書き方としてはこのくらいでいいと思います。余り具体的

にこういうモデルがあるとか言い切ることは必要ないと思いますけれども、新しい技

術を活用して、地域の、あるいは人々の助け合いの仕組みに貢献できるというところ
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もちゃんと言及されています。私は、さっきの片仮名を直すということとか、あるい

はもしかしたらどこかに片仮名説明リストがあったほうがいいのかもしれませんけれ

ども、おおむねよろしいんではないかなと思っております。ありがとうございました。 

 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 では、藤原委員、お願いします。 

○藤原委員 私のほうは、全体をもう一回拝読いたしまして、強調しておきたいのが、

今後、成長もなかなか望めない社会になってくるわけでして、いかに限られた資源・

人材を有効に活用しながらこの福祉施策を展開するかといったことで、これからやっ

ぱり最重要になってくるのがコーディネーションとネットワーキングという考えだと

思うんですね。 

 これは、例えば具体的に１１ページの（２）の中長期的な都の福祉施策のあり方と

いうところで、初めの黒ちょぼで、「福祉施策の構築に当たっては、従来の制度・運

用では対応できない新たな課題が押し寄せる中、限られた財源や資源で、これから発

生する膨大な行政需要にどう対応するか」といったこの辺のくだりのところですが、

例えばこれから発生する膨大な行政需要にいかにこのコーディネーションとかネット

ワーキングを駆使して対応するかといった、そこの初めのところでもやはりコーディ

ネーション、ネットワーキングの重要性をうたっていいと考えておりました。 

 具体的には、例えば１１ページのその（２）の一つ上の黒ちょぼのところですが、

「ボランティア活動についても、高齢者や主婦は就労に向かい、学生もアルバイトに

多くの時間を」というところでありますが、結局、仕事に向いていってしまってなか

なかボランティアをする人も少なくなってきてというような課題が明記されているん

ですが、実際、私どもがいろいろな調査をいたしましても、ボランティアですとか、

あるいは社会参加活動をしたいという方は必ずしも少ないわけではないんですね。例

えば、その地域でボランティアをなさっている方が１割いらっしゃる、シニアの方で

すね、１割いらっしゃるとすればその大体２倍とか２．５倍ぐらいとかは関心がある

とかやってもいいよという方はいらっしゃるんですが、実際それがうまくマッチング

できてないこともあります。また、今後、社会参加活動といっても就労とボランティ

ア、その間の有償のボランティアですとか非常に区分けが難しくなってまして、従来

のハローワークに行けば済むとか、あるいはシルバー人材に行けば済む、ボランティ
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アセンターに行けば済むというものではなくなってきまして、そうした支援機関、支

援窓口のネットワークかコーディネーション能力が非常に問われるところだと思いま

す。特にボランティアというのは、モチベーションの問題からしますと、就労ならば

どうしても働かないといけないということである程度頑張って求職活動をしますが、

ボランティアの場合ですとやらなかったらなかったでいいわとなります。特に高齢者

の場合、初めは強いモチベーションがあってもだんだん冷めてしまって、何回もたら

い回しになるともうやめようということになります。やっぱりワンストップでコー

ディネーションするという体制や、あるいは関係機関のネットワーキングというとこ

ろで重要だと思っております。そういう意味では、そこのボランティアとか、あるい

は就労の部分なんかもコーディネーション、あるいはそのネットワーキングが重要で

あるというような一文を少し入れていただければいいんではないかなと思っておりま

す。 

 やはりそのコーディネーション、ネットワーキングに関しまして、最後、締めの部

分、末語のところですが、３７ページであります。一番下の括弧で「新たな技術を活

用する」というところで、その後、ＩＣＴですとかＡＩといったようなテクノロジー

の部分が記載されているんですが、このＩＣＴを使うもともとの目的とか理由が重要

です。単に何かちょっと目先が便利だから使うというんではなくて、結局はその社会

参加なり、あるいは地域資源を提供したりとか、あるいはその社会参加を促したりす

るためのコーディネーションとかネットワークを促進するために結局ＩＣＴというの

は使う部分が多いんではないかなというように思っております。 

 と申しますのは、やはり今、東京というのはもういろんな資源とか情報というのが

多過ぎて、逆にその専門職の方、窓口の方もその情報を整理できてない、あるいはそ

の情報がどんどん更新されてしまうというようなところで、従来のアナログのフェイ

ス・ツー・フェイスの経験と紙ベースでの情報提供ではもう間に合わなくなってきて

いるんですね。そこで、ＩＣＴが特に威力を発揮するのです。実際、私どももそう

いったモデル事業なんかもやっております。 

 ですので、この３７ページのところでも初めにコーディネーションやネットワーク

を駆使して第三に新たな技術を活用していくというような視点が重要だといったよう

なくだりを入れていただければと思っています。 

 以上でございます。 
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○小林分科会長 ありがとうございました。ではこれは適宜取り入れていただければ

と思います。よろしくお願いします。 

 まだ分科会の委員の方もおられますので、３分程度でお願いいたします。よろしく

願いします。 

 松田委員、お願いします。 

○松田委員 私のほうは、社会福祉協議会や、また社会福祉法人、事業所などが参加

する組織として、その立場のほうからこのほうにも参加をさせていただきまして意見

を主に述べさせていただきました。日々、社会福祉協議会や社会福祉法人、事業所に

おきましてもそこを通じて感じているものとしましてやはりコミュニティの帰属性の

希薄化、この社会構造の変化による関係の希薄化の中で、さまざまな、従来の福祉施

策、制度では救えない、そのはざまにある課題、ニーズが非常に多くあるということ

は日々感じているところではございます。そういう中で、社会福祉協議会や社会福祉

法人、事業所、あるいは民生児童委員の方々とともに東京における新しい地域のつな

がりづくり、そこから地域共生社会を目指そうみたいな取り組みを今進めてきている

わけではございます。今回この意見具申の案の中でも２０２５年以降さらに東京のコ

ミュニティは激変をしていき大変厳しい状況になっていくと。そういう中で、今回、

私も、先ほど小林分科会長がおっしゃられましたとおり、都の施策の前提として、住

民の福祉課題のみならず地域生活課題をきちんと福祉の定義の中に入れていただいた

ということは大変すばらしいことかなと思っております。その前提で、本当にご参加

された先生方の広範なご発言、ご提起、これを今後の方向性の中に取りまとめいただ

いたということ、そしてまた、特に最後のほうでも、やはりそういう意味では福祉を

今回、改めて定義づけていただく中で、福祉施策の展開におきまして縦割りをさらに

超えた取り組みの方向性も示唆いただいております。そういう意味では、東京都の中

でも局を越えた連携がさらに今後進んでいくのではないかということを期待させてい

ただきますし、そういう意味ではこの東京における今後の福祉というものを考える中

で、企業、大学、ＮＰＯ、さらに金融機関等、多様な団体とのさらなる協働を今回の

提言の中でご提起をいただいているのかなと思っております。 

 もう１点、社会福祉協議会や社会福祉法人、民生児童委員の方々とともに、これま

でも地域の居場所づくりというのを進めてきておりました。今回この提言の中でも居
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場所というもの、特に世代を問わない、またさまざまな課題を抱えている方が排除さ

れない居場所づくり、それを住民と多様な団体が協働して展開をしていくということ

についての方向性も出されているかと思っております。これにつきましても、社会福

祉協議会、社会福祉法人や事業所、そして民生児童委員の方々とともに、やはりこの

方向性に向けてまたしっかりと進めていく必要があるのかなということも感じさせて

いただいたところでございます。 

 また、災害の問題も後半のところで取り上げていただきまして、災害こそ日常にお

いて潜在的になっている課題がさらに浮き彫りになり、また深刻化するものかと思っ

ておりますので、それに対する福祉分野としての備えということで一つ入れていただ

きましたこともまた重要なところだと、以上、感想でございます。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 では、髙橋委員、どうぞ。 

○髙橋委員 それでは二つだけ、お時間が。駒村さんを見て思い出してよかったと

思っているんですが、生活困窮者自立支援法の中で「おそれのある者」という対象規

定が出ましたでしょう。これ、この中で使っていたっけ。その「おそれのある者」と

いう表現が、実は先ほどの図の整理をする上で非常にヒントになるというか既に法律

用語で使われているので、これをここでリスクアプローチのところを、福祉施策によ

る課題対応のアプローチ、１６ページの下から三つ目ですが、そこにその「おそれの

ある者」という表現を使いながらリスクという概念をイメージしていただくためには

これがいいんじゃないか。それと、それは実は東京都でいうと、つい最近、資料を眺

めて改めて思ったんですが、自立支援法を生活保護にくっつけてぶら下げる自治体と、

それから豊島区みたいに切り離して総合相談の窓口を、あれは４階フロア、ワンフロ

ア、ワンストップにしたところとがどうも大分アプローチが違うなと思っていて、こ

の話は、豊島方式というのは実はリスクに対して非常に多様なリスクを想定してとい

う、先ほどの地域支援と個別支援を組み合わせる場を行政がつくったというそういう

事例なので、それをちょっと念頭に置いてここの議論を、そのレイヤーの話とも少し

整理されたら少し理解が進むのではないかと思いました。 

 それから、先ほどご指摘のあった技術の話、これはとても重要な指摘をいただいた

と思って、藤原委員の指摘は重要だと思っているんですが、このままでいくと今まで

のＩＣＴは監視技術になるんですよ。要するに全部、そうすると見守りと言っている
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監視ということになると実は従来のアサイラム型施設というかそういうものを増幅、

アサイラムというのは要するに管理型の施設ですよね。そういうものを増幅させるこ

とに地域も管理する、監視するというシステムに。 

 だから、経済産業省的にいうとそういうものがどんどん売れればいいというのがあ

の議論なので、実は技術革新は組織のイノベーションが必要なんですよね。そういう

技術に対応するための組織革新、それが多分ネットワーク型とコーディネーションと

いうふうに藤原委員がおっしゃったことだと思うので、単に要素技術を入れると、既

存の技術に乗っけると逆作用が起こりますのでという、これはちょっと理屈の議論な

のであれですが、単に活要という場に組織を改革したり、それから手法を改革して福

祉のあり方をイノベーティブというか革新していく、そういうきっかけを与えるもの

で、そのキーワードがコーディネーションとネットワーキングだというような、そん

な書き方をされたらより技術の扱いが的確になるのではないかというふうに思いまし

た。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 栃本副会長と平岡委員長は後でということにいたします。 

 それでは、今のような議論が行われてこういうような意見具申案になっております

けれども、検討分科会の委員の方々からもご意見を賜りたいと思います。 

 それでは、尾﨑委員からコメントをお願いいたします。 

○尾﨑委員 私は東京都医師会の尾﨑と申しますが、ちょっと忙しくてあまり参加が

できず、今日初めて参加したんですけれども、結局、医療の分野でも病院で治す医療

から地域で治し支える医療と変わっているわけで、そこに包括ケアとかいろいろ入っ

ているんですけれども、やはり地域で生きていくためにはいろんな多職種の人がかか

わって協力して連携してやっていかなきゃいけないというところが福祉でも同じよう

な感じに今なってきていると思うんですね。 

 それで、行政もそうなんですけれど、例えば行政の人でも自分は何々課にいるとい

う考えだとそこだけやっていけばいいという話ですけれども、例えばそういう人でも

必ず親がいたりお子さんがいたりする。そうしたいろんな関係を見ていけば、当然、

社会でその縦割り行政の中でそういう孤立したようなやり方をしていたら何もできな

いというのはちょっと考えればわかることで、それがいまだにお役所仕事で自分が何
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年かそこでやればあとはいいんだみたいな話になっちゃっているみたいなところが世

の中、社会的にもいっぱいあるわけです。認知症なんかの人もこれはもう病気だから

医者に任せておけばいいといって、若い家族は、僕のクリニックにもたくさんそうい

う人が来ますけれど、お父さん、お母さん、ちょっと認知症ぎみだと、認知症の疑い

があるから医者へ行けと、あとは全然、自分の仕事をしながら放っぽり出しちゃうみ

たいな、そういう流れがいっぱいある。 

 だから、今の新型コロナウイルスにしたって、やはりその人はもう病人で危険だか

ら排除するみたいな。皆さんの中の、僕は心のバリアフリーが必要じゃないかと思っ

ているんですけど、そういう感覚で、やっぱり全ての多様な方を受け入れて、それを

医療でも介護でも福祉でもやはりきちっと見ていくんだという個人個人の意識の革命

がないとこういうことってうまくいかないんじゃないかと思うんですね。 

 ですから、今日、意見具申のこの案を聞いて、非常にいい内容が書かれているんで

すけれども、実際には東京都に生きている都民の一人一人が、こういう時代に入って

きていて一人一人が今までとは違う考え方を持っていかないと東京都に住んでいる人

は幸せになれないというような気持ちを持っていくということが非常に大事なんじゃ

ないかなと思います。内容的には私はすごくよく書かれているなと、そういう感想を

持ちました。 

 以上でございます。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 今回は行政向けというよりも私たち住民向けのかなりメッセージがたくさん入って

いるような感じがしておりまして、今、委員がおっしゃったようなことに近づいてき

ているかなと思います。ただ、意識ということについてどこまでどう書くかというの

がかなり難しいので、できましたら、どこかに文言で入れるようなことがありました

ら事務局にお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

 琴寄委員、お願いいたします。 

○琴寄委員 今まで時間をかけて議論されてきたことが、この中にすごくよくまと

まっているなと思って、ちょっと感心して読ませていただきました。 

 この中で９ページにある、家族社会が最小単位であることには変わりないけれども、

その形態が多様化していて、近代、家族というものがもはや当たり前という前提が崩

れていくという、ここにすごく集約されている気がするんですね、全ての問題という
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のがここに起因しているという気がして、実際に例えばシングルマザーの方だったり

外国人だったりとか、今までの枠の中ではもう捉え切れないというような生活をして

いる方、そして問題を抱えているということが現実にもうたくさんある中で、喫緊の

課題としていろんな制度として支援する枠組みがあるのにそこにつながれない、つな

ぐことができない、みずからＳＯＳをどこに発信していいかわからないというような

ことがあると思うので、まず窓口というかわかりやすいものがあってそこからうまく

コーディネートしていくという、特にマイノリティーであったり弱者の方というとこ

ろが手を差し伸べやすいものというのをわかりやすく提供していくということができ

たらいいのかなというふうに思いました。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 今の提案は、専門的な機関に相談に行く、例えば、全部というわけではありません

が、介護だったら包括支援センターでいいのですが、なかなか地域包括支援センター

も敷居が高くなってしまっているので、その前のところの困り事をどのように把握す

るかが課題だということを、地域のいろいろなところで聞くようになりました。 

 したがって、やはり福祉の役割が本当に日常生活に近いところでの困り事とか、あ

るいは先ほどの髙橋委員のご意見では、「おそれ」でしたでしょうか、そういうよう

なことを把握できるような仕組みがひつようだということでしょうか。 

○琴寄委員 そうですね、潜在的なケースとかがあるとか、社会から見えにくいとこ

ろという、そこのところにどうつながるか、全く的外れでもいいからとにかくＳＯＳ

というのを出したらそこからどこかにつなげてもらえるというような窓口というか、

それがわかりやすくあるとすごくいいのかなと思いました。 

○小林分科会長 本来、地域が居場所も含めて、そのような情報をキャッチする仕組

みになっているといいということが入ってとは思うのですが、事務局にはその辺も少

し表現等を考えていただければと思います。よろしいでしょうか。 

○琴寄委員 はい。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、筒井委員、お願いします。 

○筒井委員 報告書はとてもよくできています。とくに、都民の方々にわかりやすい

表現になっているということと、網羅的であるということ、いずれにしても大変よく

まとまっていると思います。 



－34－ 

 整合性という点から２点、修正、追加をしていただければと思います。１点目は、

「おわりに」の３７ページなんですけど、ここで「コミュニティの価値を高める」と

いう言葉が出ているんですけれども、実はこの報告書でコミュニティという言葉は２

８ページのタワーマンションのことが書かれているところで、２８ページの最後のパ

ラグラフで「都心部を中心にタワーマンションの建設が進んでいる。タワーマンショ

ンは、セキュリティが高いために周辺の目が届かず、地域コミュニティとの関係が希

薄になりがちとも言われている。」という箇所ですが、コミュニティという言葉は、

ここに初めて出てきています。ほかのところには、コミュニティという言葉はありま

せん。でも最後の３７ページに「コミュニティの価値を高める」という表現をされて

いて、この第３のパラグラフで「現在では、互いをよく知り、地縁でつながっている

地域のコミュニティに加え」という文章がでています。ここで地域のコミュニティと

いう表現が使われています。 

このコミュニティという言葉は、その福祉の関係者にとっては一般的な言葉だと思

いますが、「地域」というのと、「地域のコミュニティ」というのと、「地域課題」

という用語が混在して使われているので、これらは、文脈を踏まえて整理をされたほ

うがよろしいかと思います。 

 ２点目は、「新たな技術を活用する」という箇所についてです。先ほど藤原委員が

ご発言されたように、コーディネートやネットワーキングというようなことがないと

新たな技術を活用することはできないことを強調したほうがよいと思います。これは

今、髙橋先生からもご指摘がありました。経営学の世界では、要素技術とシステム技

術という考え方があります。この文脈でいいますと、技術革新で新たな技術が生まれ

ても、これを利用するためには、ネットワーキング、コーディネーションといった新

たなマネジメント技術が必要です。このようにシステム技術が重要となっていること

をここにつけ加えていただきたいと思います。 

○小林分科会長 すみません。今おっしゃったのはどこのページでしょうか。 

○筒井委員 新たな技術を活用するというところの……。 

○小林分科会長 すみません。ページ数をお願いします。 

○筒井委員 ３７ページです。 

○小林分科会長 ありがとうございます。 

○筒井委員 もう１点、よろしいでしょうか。 
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○小林分科会長 どうぞ、お願いします。 

○筒井委員 １ページ「はじめに」の１で、最初のパラグラフで「地域包括ケアを支

える「人材」の在り方と役割」と書いてあるんですけど、ほかは全部、地域包括ケア

システムになっているので、これはシステムに統一されたほうがよいと思います。 

 それからもう１点、１３ページなんですが、１３ページの（４）福祉の担い手とそ

の役割及び連携というところで、最後のパラグラフで「いわゆる「やりがい搾取」」

というところが書いてあるんですけど、この領域の方々には、よくわかる言葉ですが、

これも注を付けていただきたいと思います。先ほどの英語の部分と同じように、わか

りやすいインデックスがあったほうがよいと思います。 

 それから、これは多分誤植というかちょっと表現だと思うんですが、５ページ目、

出生数の減少と死亡数の増加というところなんですが、ちょっと正確さが欠ける表現

なので直していただいたほうがいいと思う点が、最後の行ですけれども、「２０３５

年から２０４０年の５年間では、約１３万人の社会増となる」となるというこれ、社

会増という表現はちょっとわかりにくいかなと思うので人口増でよいのではないかと

思います。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。細かくチェックしていただいて、大変有

益だったと思います。これはよろしいですか。では今の点を含めまして修正をお願い

いたします。 

 コミュニティの議論はちょっと難しいですね。地域のコミュニティだけでなく、い

ろいろなコミュニティがありますが、ここではただコミュニティという言葉がそのま

ま使われていますので… 

○筒井委員 そうですね。我々にとってはなじみがあるんですけれども、「コミュニ

ティというのは、どういうものかを説明してください」と住民の方から尋ねられるこ

とが結構あります。地域のコミュニティと言ったほうがまだわかりやすいかもしれま

せん。使われ方が、先ほど申し上げましたように、地域のコミュニティづくりが重要

だというのが、タワーマンションの文脈で最初に出てきまして、その後はなくて、最

後の「おわりに」でコミュニティの価値を高めると書いてあるんで、ちょっとわかり

にくいと思います。この内容は、互助力を高めるというような意味合いも含めて書い

ておられるんだと思うので、わかりやすい表現を工夫していただいたほうがよいと思
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いました。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 寺田委員、お願いします。 

○寺田委員 最初に、私、東京都の民生児童委員連合会から出ているんですけど、実

は私、豊島区なので、今、髙橋委員さんから豊島区の話が出て４階のワンストップの

話をされたので本当にちょっと驚いています。 

 私は、この２ページだとか、それから３８ページに行政が縦割りであるというよう

なお話が載っているんですけども、私はもうどう見てもこの縦割りというのは変わら

ないんじゃないかなというふうに思っています。 

 ですから、どうするかというと、私たちは民生児童委員ですから、かつて我が事、

丸ごとのようにやっぱり地域の横のつながりをずっとやってきたというふうに思って

います。ですから、これから、先ほど言うようにいろんな自治体だとか、あるいは町

会、それから全てＮＰＯとかが連携して云々という話があって居場所づくりだとかと

いうことをお話ししていたと思うんですが、そこにやっぱり尽きるんではないかなと

いうふうにちょっと思っています。 

 ですから、行政がどんなに頑張ってもやっぱり横のつながり、横断的な役割を果た

すというのは非常に難しいのではないかなというふうにちょっと諦めております。 

 ですから、やっぱり大事なことは、その下にある私たち民生委員だとか社協、ある

いはコミュニティソーシャルワーカーがやっぱり中心になって地域の中に広がりを

持っていくような、そういう活動をしていくことがいわゆる地域共生社会をつくる一

つの方向性かなというふうに私たちは認識しています。 

 それから、９ページの中に、従来の社会保障システムでは対応できない課題の発生

のところに「懸念」という言葉が使われているんですけれども、私はもう懸念ではな

いなと、もうなっているんではないかというところの認識がちょっとまだ、先に気に

なるどころではないのではないかなというふうにちょっと思っております。 

 それから、３４ページのところなんですけれども、ここで大事なことを言われてい

るんで、「自治会・町会、民生委員、商店街、あるいは、それぞれが持つ強みや課題

についても改めて検証し、企業、ＮＰＯ、大学等などの多様な主体とつなぎ直す」と

いう言葉を使っているんですけれども、これはどちらかというと行政を除いたいわゆ

る新たなつなぎ直しだと思うんですけど、私はやっぱり自治体としてもつなぎ直さな
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ければいけないのではないかなというふうに思っております。特に私たち民生児童委

員なので、例えば消防署だとか警察だとかそういうところが私たち民生委員のこと、

あるいは社協のことを知らないんですよ。 

 ですから、その辺もやっぱりつなぎ直す必要があるのではないかなというふうに

ちょっと思っています。そんなようなこと。 

 ちょっと私は２回しか、この拡大委員会に出ておりませんので、非常に参考になり

ましたし、とっぱじめのときに福祉のいわゆる災害の話が出てちょっと驚きました。

本当にいい参考になったと思います。ありがとうございました。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 ご指摘の９ページの下から二つ目ですが、「懸念」ではなくて「なりつつある」み

たいな感じですか。 

○寺田委員 なっている。 

○小林分科会長 なっている、ですか。 

○寺田委員 なっているんではないかな。 

○小林分科会長 では、その辺の文言を含めまして……。 

○寺田委員 本当になり行きですよね。なり行きどころじゃ、もうなっているという

ふうに……。 

○小林分科会長 なっている。 

○寺田委員 私たちはもうそういうふうに思っています。 

○小林分科会長 では、その辺の表現も事務局に検討いただければと思います。 

 それから、行政はもう縦割りはしようがないという認識はよろしいでしょうか。 

○奈良部企画担当部長 そこは我々としては引き続き努力してまいりたいと思います

ので、個々のところはやはり諦めるのではなく少し希望を持ってというか、こちらと

しては引き続きご指摘いただいた中で少しでも改善していければと考えておりますの

で。 

○小林分科会長 行政にも、現場に近い仕組みがあるし、例えば相談機関はやはりそ

ういう意味では縦割りでは困るので、ワンストップでただ分けるだけではなくて、そ

こでやはりつなぎ直すというようなことも含めた対応が必要でしょうか。 

○寺田委員 自戒を込めながらね。 

○小林分科会長 では、諦めない方向で書いていただくことにいたしますので、よろ
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しくお願いいたします。 

 中村委員、お願いいたします。 

○中村委員 公募委員の中村と申します。日野市に住んでおりまして、地域の住民の

代表というか、の立場として、２０２５年から２０４０年までのこういった方向性と

いうのをすごくよくまとめられていてとてもいいなと思いました。 

 今までご議論されていた中で、私が地域で住んでいる一住民としては、やはりこう

いったことが小さな活動で、点でいろいろ地域で頑張っていらっしゃる方もたくさん

いらっしゃって、これがやっぱり先ほど藤原委員さんのほうで言われたようにコー

ディネートとかネットワーキング、こういうものが点で皆さん一生懸命、地域住民や

られているんですけれども、それが点なのでそれをコーディネートとかネットワーキ

ングでつながるとすごい地域で大きな力になるんではないかなと思っております。 

 あと、私、地域住民として、駒村委員さんのほうでおっしゃった高齢者の財産管理

のほうを市民後見人として地域の住民として７年間携わった人がおりまして、去年の

４月にお亡くなりになったんですけれども、グループホームでそのままおみとりする

ことができました。この活動を行政や地域包括支援センターの方々に発表したところ、

地域の住民でもそういった財産管理にも力になってくれるんだという認識をいただき

まして、社協の登録している市民後見人にも案件が回ってきて、地域に住んでいる人

が地域の人を支える、財産管理の部分でもそういった広がりが出てきていますので、

この指針にあったような財産管理の部分に関しても地域住民が参加してやっていける

というのは今後望めるのではないかなと思ってちょっと期待しております。 

 以上、感想だけ述べさせていただきました。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、山田委員、お願いいたします。 

○山田（広）委員 まず、１ページ目一番下のところの社会福祉のあり方について述

べておられるところですけれども、「東京が、誰もが人生を終えるまで尊厳を持っ

て」というところに、今までの表現では「誰もが」の前に「女性も男性も子どもも高

齢者も障害者も」というような具体的な表現があったんですけども、今回、これがな

くなっているんですね。「誰もが」という言葉は、広義に考えれば全ての人というふ

うに捉えて問題ないと思うんですけども、ともすると支援を受けている人の全てがと

いう、ちょっと私、今までの表現が頭にインプットされていて、これがすごく影響し
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ているのかもしれないんですけれども、支援をする側も受ける側も全ての人が福祉に

携わるというようなことをこれからやらなくちゃいけないと思うので、「誰もが」の

前に、今までの表現が入るととても垣根のないフレンドリーな福祉というそういう

メッセージにつながるなと思いまして、この場所だけは今までの表現を残していただ

けるといいなというふうに感じています。 

 それと、もう一つなんですけども、先ほどコーディネートとネットワーキングの中

で、藤原委員ですかね。就労とボランティアの間のところに、有償ボランティアの話

をされていましたけども、そこで３３ページですか、専門家の補助的な業務を地域の

高齢者等に担ってもらう、これはすごくいいことだなというふうに感じていまして、

これは彼らに対する研修や業務のマッチングシステムまで整えるということになって

いますので、この分野はしっかり就労している高齢者に続く、ちょっと健康に自信が

ないけれども社会貢献してみたいな、もう少し働いてみたいなという人、この層が一

番多いと思うんですけれども、この層を後押しするような仕組みにつながるんではな

いかなというふうに思っていまして、これを水平展開していくと地域包括ケアシステ

ムの介護予防、それから日常生活支援ですか、ここの担い手になっていくんじゃない

かというふうに思っています。ここが今、一番不足しているところでもって、２０２

５年までにきっちりと構築しないと、これからの福祉のたたき台になるところですか

らぜひここはしっかり進めていただきたいというふうに思いました。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、この点よろしいでしょうかね。 

 横山委員、お願いいたします。 

○横山委員 では、私から１点だけ感想です。 

 やっぱり災害の話を入れたのはとてもよかったなと思います。社協として昨年後半

は非常に災害にかかわることが大変多くて、千葉なんかも何度も行ったものですから

感じるんです。特にさっき顕在化という話がありましたけども、地域にたくさんハン

ディを持っていらっしゃる方がいらっしゃるんで、地域がおかしくなってくるとそう

いう方がやはりあぶり出されてくるようです。やっぱり一番ちょっと厳しいなと思っ

たのは居場所ですよね。 

 確かに居場所、どこも同じなんですけれども、千葉の例ですけど、やっぱり避難所
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に知的障害の人が集まっているんです。それで、それも含めて物理的な居場所ももち

ろん必要なんですが、その前に支える仕組みみたいなものがもっと強調されてもいい

のかなというふうに感じました。 

 以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 先ほど申し上げかけたことなのですが、コーディネーションですとか、ネットワー

キングですとか、ファシリテーションという言葉も使われていますが、何か業務の縦

割りじゃなくて横につなぐ、何かそういう手法というのでしょうか、技法と言ってい

いかどうかわかりませんが、そのようなことが特に超高齢化の時代では、技術が進め

ば進むほどそのようなことが必要になってくると今思いましたので、それもどこかに

入れていただけるといいかと思います。 

 あとはよろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

○寺田委員 ちょっと１点だけ言い忘れてしまいました。２９ページのところに「区

市町村における対応の必要性」の最後のぽちですけれども、「日頃から顔の見える関

係を築き、災害への備えを十分にしておくことが重要である」ということなんですけ

ど、私たち民生委員が見守るときには必ずしもフェイス・ツー・フェイスではないん

ですよ。一方的な見守りを行っています。 

 ですから、それを「緩やかな見守り」と言っているんですけど、必ずしも顔の見え

る関係を築くということは嫌がる対象者がたくさんおります。ですから、ここには

「日頃から顔の見える」の前、「日頃から緩やかな見守り、あるいは顔の見える関係

を」というような、「緩やかな見守り」という言葉をちょっと入れていただくと非常

にありがたいなというふうに思います。この点、１点だけ、ちょっと忘れてしまいま

した。 

○小林分科会長 ありがとうございます。ではこの点も検討をお願いいたします。 

 あとはよろしいですか。 

 では、副委員長と委員長にご発言いただいて終わりにしたいと思います。 

 副委員長からどうぞ。 

○栃本副委員長 ２月になりますと最初のときに申し上げることかもしれませんけれ

ど、まずは小林先生を初め起草のためのこの分科会、このように活発な議論でまとめ
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られたことに大変感謝しています。もちろん副部会長の山田先生、ちょっとご欠席で

すけど、大変多くのお考えを頂戴いたしました。また、起草委員の方々からも大変活

発な、いろんな意見の違いもありましたけど、それをこういう形でよくまとめられた

のはひとえに東京都の事務局の方々の力だと思います。 

 いろいろ意見がありましたけど、もともと審議会って意見具申と諮問答申ってあり

まして、今回のは意見具申なんですね。それで、具申権というのがありまして、これ

は国でもそうですけども、何に対して具申するかといえば東京都に対してなんですよ。

これは非常に重要なことなのね。あとは、東京都及び東京の市区町村に対してかくあ

るべきと、こういうことを考えてくださいという非常に重要な文書ですね。したがっ

て、これの具申権を行使してこれからそれぞれの役所や東京都のいろいろな各部局に

対してこういう形でそれを念頭に置いてしてくださいと、憲法とは言わないけどもそ

ういう規律を定めたものですね。だから規制力がすごくありますね、本来であれば。

だから、そのことをよく自覚した文書に私は本当になっていると思います。 

 その上で、４ページのところに図の２がありますよね。これは、前のページに２０

２５年から減り始めると書いてあるでしょう。それを起点としてと書いてあるでしょ

う。だから、この２０２５年のところに上から下に破線をつけなきゃだめですね。急

に細かいことになって大変失礼しました。こういうのを僕は国の時代、こういう意見

具申をつくっていたものですから、それでついつい。 

 あと、自画自賛するというか、僕の自画自賛じゃない、いや、もうとにかくすばら

しいものになっていると思いますよ。国の言葉ではない形で東京都が論じている。あ

と、各委員の人たちの言葉をよく拾って丁寧に書いてあるということで、９ページ目

のところに、小林先生が大変ご苦労されたし、この議論はかなり重要な議論でござい

ましたけど、東京都としてというか審議会として福祉を定義していますね。この部分

は重要なので、どこから書くとするかは別として、「都民の誰もが」から鍵括弧でも

いいんですけど、支援することというところまで鍵括弧をつけるというのが必要です

ね。 

 それに関して、先ほど都民の方にもわかりやすくと、もちろんそうなんですけれど、

都民の人がわからないからわかりやすくというよりも、さっきからお話ししています

ように定義というのは重要ですので、定義について注釈とか注記でもってきちっと定

義するというのはむしろ大切なことですよね、わかる・わからないに限らず。もちろ
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んいろいろな人にわかってもらうためにもわかりやすく書くというのも重要なんだけ

ど、非常に行政文書として重要なのはやっぱり定義ですよ。定義が多様な見方でぶれ

ちゃわないようにすることというのはやっぱり文書としてとても重要だから、そうい

う意味では注記でもって、さっきの図表もそうだけど、されるということが大切だと

思います。 

 あと、ちょっとだけなんですけれど２３ページ、これもすごい、すごいというとあ

れなんだけど、すごいと思ったのは、居場所づくりについての、居場所とかそういう

のはいろいろ議論がありましたよね。その上で、（３）では人と人とをつなぐ場と書

いてあるのね。これはすごい修辞学、修辞学として非常に抜群の修辞学ですごいです

よ、これは。通常だと居場所の何とかと書きがちなんだけど、端的に人と人をつなぐ

場、今回ネットワーキングとか連結という概念が非常に重要だったよね。生産様式の

何とかというよりも、むしろ横の連結関係とかそういうのが重要だったからね、これ

は非常に重要な言葉遣いだし、修辞学がすごいなと思いました。 

 あとは、もうすぐですが、３８ページの終わりのところなんですけれど、さっき申

し上げたように東京都であるとか各自治体に対して求めるものですので、この「おわ

りに」の部分の「当事者性を高める」とか「コミュニティの価値を高める」とか「新

たな技術を活用する」とかというのがありました。最後のところは「自治体やその職

員に期待すること」なんですけれど、これは都民に対して当事者性を高めなさいとい

うことを言っているんじゃないんですよ。当事者性を高めたほうがいいんですよ、

我々一人一人がね、死ぬまでどうしようかと考えると。だけど、行政としていなきゃ

いけないのは当事者性を高めるための施策なんですよ。 

 あと、コミュニティの価値を高めるための施策。新たな技術を活用するための施策

とか、そういう形で「施策」というのを入れるということは僕は重要だと思いますよ。

もちろんそれはそれによって我々が自分でいろいろ考えて死に方まで、死に方という

かそういうのまで考えるということなんだけど、それを行政としてどういう立ち位置

でバックアップするか、またそれをしなきゃいけない時代になっているんだよねとい

うことだと思うんですね。 

 あとは、最後の「自治体やその職員に期待すること」として、３８ページの一番下

の丸、それと３９ページの上のところの丸などについて、自治体の方々の処し方につ

いて書いてあります。これは本当に自治体で仕事をする方が多に対してのメッセージ
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として私は重要だと思います。もちろん企業の組織であっても官庁であっても、もち

ろん縦割りということはあることはある。なぜなら官僚制だから、官僚組織だから縦

割りじゃないと困るからね。それが解けちゃったら困りますから。 

 だけど、その上でそれぞれのその職員がどういう目線でどういう関係でやるかとい

うのは、実際に民間で仕事をしている人であれば自分たちのところだけではできない

というのを承知していますので、そういうことをきちっとここに書かれているという

ことはすばらしいと思いました。 

 あと最後に、イノベーションに関して筒井先生が話されたことでマネジメントの部

分がちょっと書かれてないと言っていたんじゃないかと思うんだよね、たしか。その

ところがちょっと入れておくと僕も本当にいいなと思います。 

 大変長くなりました。以上です。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 では委員長、どうぞ。 

○平岡委員長 きょうも活発なご議論をいただきまして、ありがとうございました。 

 今回、起草委員のメンバーには多様な分野の専門家に入っていただいていて非常に

幅広い視点からご議論いただけるということを期待しておりました。オブザーバーと

して参加して議論を聞かせていただいたんですが、期待以上にそういう点での活発な

ご議論をいただいたと思います。 

 縦割り行政の話もありましたけども、少なくともこの審議会では社会福祉法の枠を

超えた就労、社会参加とか、それから経済活動、企業などの面、保健医療はもとより

そうした点までご議論いただきました。そして小林起草委員長と事務局でまとめてい

ただく際にはほとんど全ての起草委員会での議論を盛り込む形でまとめていただいて、

さらに議論が拡散しないようにいくつかの論点に特に重点的に注目していただいて、

インクルーシブな社会の実現であるとか複合的な生活課題への対応であるとか、居場

所の問題を中心にまとめていただきまして、また、災害について一つの独立した項目

を設定していただいて重点的な議論をまとめていただいています。その活発な議論が

きょうの前半も続いていたようで、なかなか結論が出ないところもありましたが、

きょう重要なことは特に後半部分で起草委員以外の分科会委員の皆様からご意見をい

ただきましたので、それを最後の段階でどこまでこの意見具申案に反映できるか、課

題を与えていただいたというふうに思っております。 
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 このあと、総会に最終的な案を持って臨むわけでして、その際、全てのご意見をう

まくこの意見具申の案に盛り込めるかどうかということもございますが、この審議会

でご意見をいただいたということ自体がその後、いろいろな形で今後の都の福祉施策

をめぐる検討の中で生かされていくと思いますので、総会でもぜひ活発なご発言をい

ただければと思います。どうもありがとうございました。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、時間が迫ってまいりましたので、ここで議論を切らせていただきたいと

思います。活発なご議論をいただきました。起草委員会もこちらの検討委員会も両方

とも大変私は楽しい、ここに座っていて楽しかったという感じがしておりまして、あ

りがたかったと思います。本日の議論を踏まえまして、事務局と調整の上、意見具申

案の修正を進めてまいります。 

 修正につきましては、平岡委員長、栃本副委員長と私、分科会長にお預けいただく

ことにしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、本日の議論を反映させた最後の具申案を２月１０日の審議会総会にお諮

りし、ご審議いただくことにいたします。委員の皆様には総会の前に修正した意見具

申案をお送りさせていただきますので、ご確認をよろしくお願いいたします。 

 それではここで進行を事務局にお戻しいたします。 

○森田企画政策課長 本日は、活発なご議論をありがとうございました。 

 次回ですけども、今、小林分科会長からもありましたとおり、２月１０日でござい

ます。時間は午後６時からでございます。場所はお隣の第二本庁舎になりますけども、

いずれにしましても開催通知は後ほどご送付させていただきますので、またご確認い

ただければと思います。 

 今期の第２１期の社会福祉審議会でございますけども、任期は本年の３月末までと

なってございます。次回の総会が今期の最後の会議となる予定でございます。お忙し

い中、恐縮でございますけども、よろしくお願いいたします。 

 なお、本日お配りした資料でございますけれども、冊子と青色のファイルについて

はお残しください。それ以外の紙の資料についてお持ち帰りいただいて結構でござい

ます。また、委員の皆様お持ちの青色の一時通行証でございますけども、１階のエレ

ベーターをおりた後、カードゲートに併設された回収機にご返却いただきましてゲー
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トを通過していただければと思います。お車でお越しいただいた方は駐車券をお渡し

いたしますので、受付までお声がけをいただければと思います。 

 また、お忘れ物ございませんようお気をつけてお帰りください。 

 事務局からは以上でございます。 

○小林分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、これで検討分科会を終了させていただきます。 

 お疲れさまでした。 


